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USGSスタッフの米所と意見交換

USGS所長Morgan'sde1egationならびに国際地質部長の来訪

海外地質調査協力室

OverseasGeo1ogy0節｡e

I.USGS所長及び班岨騨皿's曲亙eg鮒｡盟

1.経過

昭和62年5月12目(火)午後米国地質調査所(USGS)

の国際地質部長Dr.A.T.Ovenshine発信のrUSGS

所長及びDr.B.A.MorganIII地質総部長のde1ega･

tion5名が6月21目(日)成田空港で合流し地質調査

所を訪問したい｣とのテレックスが海外地質調査協力室

長(以下海外室)宛に送られてきた.USGS所長は中

国訪問の帰路またMorgan一行はソ連での会議出席

の途中の訪間とのことであった.

USGSは1979年に100周年を迎え正職員10,000人

のスタッフからたる大きな組織をもち永年にわたる目

･米両地質調査所の協力関係からも一行を迎えること

は近年にない重要な機会でありr一行の歓迎｣を返電

した.

USGS国際地質部長との数次にわたる交信の結果地

質調査所内での会合テｰマごとの分散討議及び見学ス

ケジュｰルを決定.さらに6月24目～25目のMorgan

一行のための富士箱根地域地質巡検コｰスが組みこまれ

た.

6月21目(日)午後成田で合流したUSGS一行を海

外室員が出迎え筑波の工業技術院ETCに案内.

またささやかた夕食会をもった.

一行の名前所属は次の通り.
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所長(Reston)

Dr.BenjaminA.MorganIII(1938年生)

地質総部長(R･･t.n)

Dr.GeorgeGryc(1919年生)

地質総部地域地質部西部地域地質課長(Men1o-

���

Dr.Wi11iamR.Greenwood(1938年生)

地質総部国際地質部次長(Reston)

Dr.Dona1dJ.Grybeck(1936年生)

地質総部鉱物資源部アラスカ地質課長

����慧�

Dr.StephenL.Eittreim(1941年生)

地質総部エネルギｰ･海洋地質部太平洋海洋地

質課長補佐(Men1oPark)
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2.訪問期間中のスケジュｰルの概要

6月22目(月)

9:30～9:50所長表敬

9:55～12:30総括討論

地質調査所部長会議スタッフ(物深部長を除く)参加

GSJ及びUSGSスタッフの相互紹介に引続き

1.両機関の組織ならびに活動概要紹介

2.GSJの各研究部及び資料室の活動内容及び関連プ

ロジェクトの紹介
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第1図USGSの各RegionのHeadquartersとアラスカ支都

(働).6.

国際地質学会議(IGC)に関して1992年(日本)の

開催準備状況及び1989年(USAワシントン)の準

備状況について情報交換

ATOLL計画(マｰシャル諸島)の紹介

USGSとGSJとの問に締結されているMOU

(MemorandumofUnderstanding)の再確認と有効

期限(1985年2月～1988年2月)の延長についての

討論

環太平洋マッププロジェクト(CPMP)の現状説明
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12:40～14:30昼食会

14:45～16:45建設省国土地理院訪間

18:00～21:00夕食会

6月23目(火)

9:30～10:50地質標本館見学

11:00～分散討議をテｰマ毎に開催

��数���摭楮敲��灯�瑳

鉱床部Grybeck

2.Radwastesites&UJNREarthquakeandvo1･

canicerupt三〇nprediction

環境地質部Morgan,Greenwood

㌮�摩浥�漱��

海洋地質部Eittreim
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写真1USGS一行の朝のス

ナップ(ETC)
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地質情報解析室Peck

�剥浯瑯��楮最

鉱床部Greenwood

6.Raremeta1(ITITプ1ゴジェクト)

鉱床部Gybeck

7.CPMP(14:30～16:30)

次長ほか国内パネルメンバｰ,Gryc,Peck,Morgan

8.Geo1ogica1血apping(夕食後)

地質部長Morgan

〔Peck所長18:25成田発帰国〕

6月24日(水)～25日(木)富士箱根地域地質巡検

この地質巡検はUSGSの強い希望を実現Lたもので

好天にも恵まれ極めて有意義たものとなった.巡検旅

���業�特��牧慮�散��祢散�

1987年12月号

写真3Peck所長

(上)とDe1egation

のステッカｰ(河

村デザイン)を手

にするMOrgan

部長.�
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海外室
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w第2図来所メバ.のサイン.

*本

行の様子は地質ニュｰスNo.386(1987)のr海外室だよ

り｣に紹介されている.

たおMorgan一行は6月26目新潟経由ソ連へ出発

一行の中Eittreimは6月30目東京経由7月1日帰国

そのほかの4名は7月3目東京経由7月4日帰国した･

3.総括討議の概要

6月22日(月)午前に行われた一般討議の概要は以下

の通りである.

1･USGSの紹介(Peck,Morgan)

USGSは1979年に創立され現在の正職員数は約

10,OOO人にたる.

USGSはBureauとも称され内務省(Depart皿ent

ofInterior)に属しその総予算は6億ドル(約900億円)

にたり(この内人件費は一応定年制もたいこともあり78%に

もなる)それらは5つの総部(Division)に配分されて

いる.すたわちNationa1Mappi㎎,Geo1ogic,Water

Resourcesの研究総部とInformationSystems及び

Administrati∀eの支援･管理総部の5つカミそれである｡

全予算の中各部門の比率はWaterResources38形

�漱�楣㌸�慴楯��慰�湧�╁摭楮楳��

tive3%ほかとたっている｡

また研究総部の職員数はNationa1Mapping2,000

WaterResources4,O00GeoIogic2,000となってい

る.これにNASA及びNationa1ScienceFondation

(NSF)の仕事も加えられている.NASAとの関係で

はP1anetarygeo1ogyと地図作りの業務が主体とたる･

その他南極地域のプロジェクト国際協力プロジェクト

だとも推進されている.USGSの予算は国家予算の問

題から10形削減があった.またMappingについては

写真4

所長表敬.

写真5総括討議.
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写真7地質巡検.

箱根大涌谷でのスナップ､

写真6標本館での両所長.

Computermappingシステムが導入されCompi1ation

にも活用されている.

Geo1ogicDivisionにはInternationa1Geo1ogy,Sci-

enti丘｡Pub1ications,Regiona1Geo1ogy,Minera1Re-

sources,Earthquaヒesyo1canoesandEngineering,

EnergyandMarineGeo1ogyの6つの部(O箭｡e)が

ありそれぞれにBranchが所属する.USGSには

所長を補佐するブレｰンの部局としてAssistantDirec.

torsとSta鉦O価｡eが直属している1

2･GSJの各部及び資料室の活動内容及び関連プロジ

エクト紹介(省略)

3.IGC開催準備状況(嶋崎)

1992年の日本でのIGC開催準備状況について説明.

会期中に150のシンポジウムを予定しており主た課題

はIs1andArc,Contiηenta1Margin,Geo1ogyofJapan

Cosmo-Geo1ogy等が考えられている.Excursionコ

ｰスは中国韓国フィリピンインドネシア等を含め

て検討中であり大会準備委員会で更に具体的案を作成

中であることが報告された.

USGSからは1989年ワシントンの大会のサｰキュラｰ

を基に紹介があった.

4.ATOLL計画の紹介(嶋崎)

マｰツヤル諸島等にかかわるアドｰル(環礁)利用のこ

の計画はこのような島々に海洋温度差発電海水淡水

化プラントマソガソ団塊精錬施設養魚場たどを建設

することによりこれらの地域の国表の経済自立に貢献

しさらにわが国へのレアメタル資源や水産資源の安定

供給を図るものである.とくにマソガソ団塊コバル

ト｡リッチ･クラストからえられるレアメタル資源はわ

が国への長期的安定確保を図ることが急務とされGSJ

1987年12月号

として最も関連する課題のひとつである.

5.USGSとGSJとの問に締結されているMOUの再

確認と有効期隈の延長について(倉沢Peck,Greenw0-

��

現在のMOUの有効期限は1985年2月～1988年2月

である.これを更に相互確認により延長することは双

方にとっても有意義であり何ら問題はたいことが了承

された.またAnnexIのDeepseateddepositsに

加えてその■にGSJ･USGS･BMGによるMu1ti-

1atera1プロジェクトを採択するかどうかは後目の課題

とされた.

6.CPMPの現状(Gryc)

USGS側からこの計画の目的現状の説明カミありま

たGSJ側の努力が評価された.この件については6

月23日の分散討議に引継がれてより詳細た論議が交され

た.

4.分散討議

6月23目に行われた分散討議のテｰマの一部は一行

の来目前の連絡においてすでに固められていたが総括

討議の場で採択されたものも多く双方共にやや準備不

足のままにそれぞれの討議に入った.全体としてテ

ｰマ毎に双方の現状紹介と今後の協力方向の打診が主な

内容とたったカミ双方の関心が高い分野での直接討議の

効果は格別のものがあり限られた時間にもかかわら

ず相互理解を深める絶好の機会であったといえよう.

亙LOv鋤sh亘鵬国際部長一行

USGSの国際地質部長Dr.A.T.0venshineは夫人

同伴で8月13目(木)に成田着で来日8月18目(火)に�
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海外室

写真8

ぶ�獨楮攀

国際部長.

写真g

.GSJ玄関前で.0venhine(左から2人目)

同夫人(右端)Rains(中央).

別途来目した同じUSGSの地球物理たらびに国際活動

担当のDr.G.L.Rainsと一緒に地質調査所を訪れた.

Dr.0Yenshineの率いる国際地質部は当所の海外地質

調査協力室(海外室)に相当し(規模は全く異なるカミ)平

常からも海外室を通じて深い関係にある.観光目的の

私的な来日であったがあいにく日本は｢お盆｣たげな

わの時期であり日本国内の観光は思うにまかせなかっ

たようである.

Dr.Ovenshineとの協議ではITIT事業によるr緊

急性希少鉱物資源の探査技術開発に関する研究｣が主体

となった.この計画はGSJとUSGSとが協力して

フィリピンの鉱山地球科学局(BMG)との間で研究協力

を実施しようとする新しい試みである.現在までの進

捗状況と今後の協力について詳細に意見･情報の交換を

行った結果USGSとしても日本並ではたいが本ブ貝

ジェクトに応分の協力をする旨の申し出が得られた.

このプロジェクトは昭和62年度からすでにスタｰトして

いるものでこの時期にUSGSの正式参加表明が得ら

れたことは大きな収穫であった.フィリピン側との協

議を含めてこのプロジェクトが進展しつつあることは

喜ばしい.

一方Dr.Rainsとは主としてIGCP264｢Remote

SensingSpectra1Proparties｣について協議した.

この計画にはUNESCOが4,000ドル支給しており日

本を含めて15ケ国からの参加予定がある.地質調査所

が大ブロで実施しているr土壌･岩石の電磁特性の研

究｣の成果をそのままこのプロジェクトに活かすことが

できることもあり協力の方向が合意された.協力に

際しては当所の物理探査部地殻熱部及び鉱床部が対応

するがとくにUNESCOの下で国際研究を行えること

とオブリゲｰションだとは設けずに自由に参加できる

ことが魅力である.またUSGSとGSJとのリモｰ

トセンシング関係の共同研究については1991(1992?)

年に打ち上げ予定の地球資源衛星ERS-1に関連した共

同プロジェクトを起こすことが提案された.

両氏は8月19日(水)日本を離れた.

n亙｡あとがき

USGSが1979年にまたGSJカミ1982年にそれぞれの

100周年を祝い新しい歴史を刻みつつある両地質調査

所は相互の信頼と協力関係を益々深めつつある.そ

の中にあって今回のUSGSの所長たらびに首脳の

GSJ訪間は近年にたい重要た機会であった.平素か

らの情報交換研究協力及び研究者交流等を通じての相

互協力関係が深いとはいえ重要スタッフの直接の訪間

による意見交換と討議の効果は計り知れないものカミあっ

た.この機会に率直かつ充分な意志疎通を得られた

ことは双方にとって最大の収穫であり現在進行中のテ

ｰマはもとより近い将来に予測される相互協力プロジ

ェクトについてもより一層の進展が計られることとたっ

た.

それぞれが永い歴史を持ち国際活動にも豊富た経験

を有する両国地質調査所の相互協力は地質科学分野に

おける全地球的た発展に大きく貢献できるものと確信す

る.その意味でも今回のようだ両機関の首脳による

直接会談の機会を今後も積極的に設けてより緊密た協

力関係の推進を計ることの必要性を痛感した.

(文責倉沢一)
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